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健全な社会は、
誰かの努力によって
つくられます。

ヘルシー・ソサエティ賞

より健やかな社会を築くための個人の素晴らしい努力を顕彰する

国内外における、社会全体または特定のグループへの支援に対する功績を称える

慈善行為や寛大な精神、助けを必要とする人たちへの配慮を奨励する

他者への思いやり、人々のために奉仕するという日本の良き伝統を奨励する

これまで功績が広く認識されてこなかった個人、

および既に高い評価を受けている個人を対象とする

ヘルシー・ソサエティ賞は、

より明るい今日とより良い明日に向けて、

健全な社会と地域社会、そして国民のクオリティ・オブ・ライフの向上に

貢献した方々を称える目的で、2004年に創設されました。
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第20回ヘルシー·ソサエティ賞
受賞者紹介

教育部門

堀内 成子
聖路加国際大学 学長

社会のあらゆる場において、教育を深め、本来の仕事の範囲を超えて特別な努力をされ、人々に更なる知識を与え、
教育を通して、よりよい明日の実現のために貢献した実績のある方へ贈られます。

ボランティア部門

山口 育子
認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML 理事長

チャリティーや、国民の福祉を向上させる活動、もしくは地域福祉の向上や市民としての
活動などにおいて指導的役割を果たし、多大な貢献をされている方へ贈られます。

医師部門

神野 正博
社会医療法人財団董仙会 理事長

医師としての職責を全うしつつ、患者に対しさらに丁寧なサポートを提供したり、
健康分野における個々のニーズや課題へ対応するなど、特筆に値する尽力や取り組みを実施された医師へ贈られます。

医療・看護・介護従事者部門

森山 美知子
広島大学大学院医系科学研究科 成人看護開発学 教授

広範な医療・介護分野において患者や高齢者、障がい者などの様々なニーズや生活の質の向上に資する特別な努力をされた
医師以外のプロフェッショナル（看護師、保健師、助産師、介護士、薬剤師、救急救命士、ソーシャル・ワーカーなど）として活躍する方で、

対象となる個人もしくは特定のグループの健康増進・福祉向上のために多大な努力をされた方へ贈られます。

第20回時事部門 ‐認知症・高齢社会への対応‐

岩坪 威
東京大学大学院医学系研究科 神経病理学分野 教授
国立精神・神経医療研究センター 理事・神経研究所長

●

藤田 和子
一般社団法人日本認知症本人ワーキンググループ 代表理事

認知症など高齢社会が抱える諸課題の解決に向けて、医療、看護、介護を含むヘルスケア領域全般において貢献されている方あるいは
地域社会へのインパクトを与えられた方へ贈られます。

※時々の重要な課題に特定して貢献した方を顕彰するため、本20回より新設

ごあいさつ

公益社団法人 日本看護協会 会長

高橋 弘枝
第20回ヘルシー・ソサエティ賞6名の受賞者の皆様、この度は誠におめでとうございます。社会における様々
な場面で人々の生活の質（QOL）の向上に貢献し、より明るい今日とより良い明日を築くことに貢献してこら
れた皆様に、約75万の日本看護協会会員を代表して深い敬意を表し、心よりお祝い申し上げます。2004年
に産声をあげたヘルシー・ソサエティ賞は今回で20回目を迎えることができました。この記念すべき節目に新
しいパートナーを迎え入れ、新たな門出を祝うことが出来ますことを、大変嬉しく思っております。このプロ
グラムを日頃から支えて下さっている多くの関係者の皆様に改めて感謝を申し上げます。6名の皆様に改め
て祝意を申し上げるとともに、益々のご活躍を心よりお祈りしております。

日本イーライリリー株式会社 代表取締役社長

シモーネ・トムセン
第20回ヘルシー・ソサエティ賞を受賞された6名の皆様に心よりお祝いを申し上げます。20年の長きにわたり、
国内外で医療、看護、介護、または教育における社会課題の解決や改善に尽力されている個人を顕彰してきた、
歴史あるヘルシー・ソサエティ賞を共催することを大変光栄に存じます。また、創設時より、同賞を支えてこら
れた日本看護協会、関係各省庁、後援団体、ならびに支援者の皆様に深く感謝申し上げます。
2025年に創立50周年を迎える日本イーライリリーは、これまでの間、コミュニティに影響を与える社会課題
に取り組むことを通じて、患者さんとそのご家族、そしてコミュニティ全体のQOL（生活の質）の向上に努め
てきました。私たちの想いは、まさにヘルシー・ソサエティ賞がこれまで顕彰してきた受賞者様方の崇高な
志と同じです。より良い社会を構築するために尽力している皆様とともに、このたすきを繋ぎ、第20回ヘルシー・
ソサエティ賞の共催を通して、私どもはこれからもソーシャルインパクトの創出を支えてまいります。
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堀内氏は、助産教育の認証評価機構（日本助産評価機構の
創設）も行う。①助産師教育機関（専門職大学院等）の教育
評価*2、②助産所の認証制度、③助産師個人の認証制度であ
る。③では、2015年に『アドバンス助産師制度』を創設する。
助産師の資格は一度取得すれば生涯保持できるが、「助産師
は生涯、知識・技術を磨き続けなければならない」と堀内氏。
2023年現在、8,951名がアドバンス助産師として活躍している。
また堀内氏は、12年以上にわたり日本学術振興会のプロジェ
クトを通じ、助産師による妊婦教育、きめ細かなケアを、アジア・
アフリカ諸国に技術移転する研究を行ってきた。サハラ以南の
アフリカでは、妊産婦の死亡率は出生10万人あたりおよそ551
人*3となっており、Women-Centered Care （女性中心のケア）
の考えのもと、妊産婦の健康改善と死亡率の低減をめざして
いる。
助産の現場も変化している。助産師の守備範囲は拡大しており、
ハイリスク妊娠の予防教育、流産・死産などの周産期喪失ケア
等のメンタルケアも、必須の役割となっている。「妊婦さんの声
に耳を傾けられる助産師を育てていきたい」と堀内氏。温かな
眼差しは、常に女性たちに寄り添っている。

推薦者 坂本 すが　   東京医療保健大学 副学長

 片岡 弥恵子　一般社団法人日本助産学会 理事長

 高田 昌代　　公益社団法人日本助産師会 会長

教育部門 受賞者

堀内 成子
聖路加国際大学 学長

助産師が自立して活躍するため、
院内施設創設や教育制度改革に挑む

1978年、聖路加看護大学衛生看護学部卒業。1982年、東京大学大学院医学系研究科保健学専攻修士課程
修了（保健学修士）。1993年、聖路加看護大学大学院看護学研究科看護学専攻博士後期課程修了（看護学博
士）。2002年、University of Michigan School of Nursing Visiting Research Fellow。1994年、聖路加看護大
学看護学部及び大学院看護学研究科教授。2003年、同大学看護学部及び大学院看護学研究科学部長・研究
科長。2010年、聖路加産科クリニック助産師/副所長。2018年、聖路加国際大学看護学部学部長。同大学大
学院看護学研究科研究科長。2020年より現職。

堀内 成子
Shigeko Horiuchi

聖路加国際大学
学長

*1 助産師の資格を取得するには、その他、看護師資格を取得したのち、助産師養成学校等で１年以上学
んだ後、国家試験に合格するルートもある。*2 教育評価では、専門職大学院だけでなく、大学院・大学専
攻科・専門学校なども、助産分野の認証評価を行っている。*3 UNICEF ; Trends in maternal mortality 
2000 to 2020, 23.Feb,2023

2010年6月、聖路加国際病院
の敷地内に、助産師が中心と
なって運営する自然分娩に特
化した「愛といのちの家 聖路
加産科クリニック」が誕生した。
このプロジェクトを、発起人と
して推進したのが堀内成子氏
である。2008年頃は、分娩を
取り扱う施設が減り、“お産難
民”の増加、産科医療の崩壊
と言われていた。そんな中、逆
転の発想で、助産師が妊婦健
診から分娩、産褥期のケア、育児相談までを継続して行う施設
を開設したのだ。助産師が妊婦の産む力、生まれる力を引き出
し、妊娠・分娩が正常範囲に留まるよう協働する。この施設で
出産をした母親たちからは、「また戻ってきたい。幸せで豊か
な経験ができた」などの声が寄せられていた。
助産師が自立して活躍できる場を整えるだけでなく、助産教育
の大学院修士課程への道を拓いたのも堀内氏だ。看護学部
4年間の中で助産師国家試験に必要な科目も選択すれば、看
護師と助産師の資格が同時に取得できる*1。しかしこれでは、
看護基礎教育も助産教育も十分にできないと考えていたのだ。
学内外からの反対も多く、なぜ助産師だけ大学院なのか、志
願者が減る、資格取得に複数の道ができる等の声が挙がった。
当時理事長だった日野原重明氏からの「新しいことをやろう」
という後押しもあり、文科省への相談を開始する。そして遂に、
2005年、助産教育の大学院化が実現する。議論開始から10
年の歳月が経過していた。

助産師が本来の仕事をするために 日本の助産技術を海外へ伝える

病院敷地内に新築された聖路加産科
クリニックの建物は、緑、風、光を感じ、
人のぬくもりのある家のような空間を
めざし、分娩台を使わない出産も可能
にした。

大学院生とタンザニアでの家庭訪問後の様子。現地大学との共同研究により、若手
研究者の育成を行ってきた。
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から“患者視点で見てきてほしい”と依頼を受け、特定機能病
院・医療安全の見直しのため、顧問として立ち入り検査に同行。
全国86施設の内、22施設の検査に立ち会い、聞き取りを行っ
た。日本医療研究開発機構（AMED）アドバイザリーボードでは、
委員として、開設当初から2023年度まで患者・市民目線での助
言も行ってきた。
長い活動期間の中では、市民運動なのになぜ患者側の立場で
医療者と闘わないのだ、医療者に寄りすぎではないのか、といっ
た批判を受けることもあった。しかし、COMLが一貫して目指
してきたのは、患者が主体的に医療と関わり、医療者と患者が
対等なパートナーとして協働していくことだ。2011年、辻本氏
は胃がんのため62歳の若さで世を去るが、山口氏は辻本氏の
意志を受け継ぎ、COMLを継承する。「24時間365日、二人で
COMLに全てを捧げてきた。
私が70歳になるまでの15年
間で、持続可能な組織に育
てていきたい」と山口氏。め
ざす医療の姿を実現するた
めに、さらなる挑戦は続く。

病気になれば、医師から本人に対して病名や治療方針の説明
があり、患者は治療方法を選択する。現在では当たり前のこと
だが、30年ほど前にはインフォームド・コンセントや共同意思決
定といった概念はなく、深刻な病状の場合、患者本人には病名
さえ告げられなかった。
1990年、山口育子氏は24歳で卵巣がんに罹患する。自分で判
断ができる年齢なのに、主治医は本人には何も話さない。手術
後も、開腹して何がわかったかの説明もなく、抗がん剤治療を開
始。当時は優れた吐き気止めがなかったため、1週間で5キロ痩
せるほどの副作用に苦しんだ。「行き先も告げられず、目隠しをされ、
到着した場所で強制的に働け、と言われるようなもの」と述懐する。
“医療界はあまりに閉鎖的でおかしい”と感じていたところ、
1991年秋に、COML創立者である辻本好子氏との出会いが訪
れる。「医師との関係は、対立でもお任せでもいけない」という
辻本氏の考え方に共感。彼女から誘われる形で COMLへ入
職する。以来、辻本氏と山口氏は20年近く二人三脚で、“患者
が自立・成熟して主体的に医療へ参加し、患者と医療者が協働
する医療の実現”に向け奔走する。

COML最大の日常業務は、患者からの電話相談だ。発足当初
から現在までにおよそ7万件以上の相談が寄せられ、そのうち
約2万5000件を山口氏が受けた。『患者塾』や『医療をささえる
市民養成講座』では、患者や一般市民向けの勉強会を行って
いる。また、医療者を対象とした活動のうちの一つ『病院探検隊』
では、COMLスタッフが依頼のあった医療機関を訪問し、患者
目線での改善提案を行う。2015年には、厚生労働省医政局長

ボランティア部門 受賞者

山口 育子
認定NPO法人ささえあい医療人権センターC

コムル

OML 理事長

がん経験を原点として、患者と医療者の
協働実現のため全てを捧げる

医療者とは、対立でもお任せでもなく

相手が誰であろうと、怯まず発言
山口 育子
Ikuko Yamaguchi

認定NPO法人ささえあい
医療人権センターCOML 
理事長

推薦者 三島 良直　国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）　理事長

1989年、大阪教育大学教育学部小学校課程教育学科教育学専攻卒業。1990年夏に卵巣がんを発
症。1年半に亘って治療を受ける。1991年秋、 COML 創始者の辻本好子と出会う。30歳まで生き
ることはないだろうと考えていた山口氏は、「この人となら真剣に仕事ができる。“自分は生きた”
という実感を手に入れられる」と感じ、辻本氏に誘われ1992年COMLへ入職。2002年、NPO法人
化に伴い認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML 専務理事 兼 事務局長就任。 2011
年8月、 同認定 NPO法人理事長就任。厚生労働省、国立研究開発法人日本医療研究開発機構

（AMED）など、260を超える委員会の委員を歴任。著書に『賢い患者』（岩波新書）。

『医者にかかる10箇条』は、COMLが
研究班の一員として素案づくりを手
がけ、1998年、厚生省の研究班から発
表された。初版4万冊の無料配布後、
COMLが改訂版『新 医者にかかる10
箇条』の発行・普及に努めている。

共に活動を20年続けた辻本氏と（2010年）
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職員間の連絡や、患者の病床移動も滞りなく行うことができた。
10年以上におよぶ災害への備えが、見事に機能したのだ。

被害を受けたのはインフラだけではない。当然ながら医療従
事者も被災している。神野氏は職員のケアにも心を配った。災
害対策本部を院内の大きな通路に設け、出退勤する職員に向
けて「困ったことない？」などの声かけを頻繁に行い気遣った。
1月10日には、公認心理師による相談室を開設。また、子どもの
預け先がなく出勤できない職員のため、1月9日には院内に託児
所・学童保育を設置。のべ254名の子ども達を預かった。さら
に七尾市近郊では4月まで水道が復旧しなかったため、1月2日
から本館のシャワー室、1月23日からは第5病棟の大浴場を開放。
職員とその家族、パートナー企業の社員、総計11,316人が帰宅
前に利用した。
今後は能登地方の医療再建が課題となる。「震災が起きたこと
で人口減少が今まで以上に加速する。30年先を見据えて、何を
すべきか考えていきたい」と神野氏。能登の医療を支える一翼
として、これからも神野氏の先見性は惜しみなく地域へと注が
れるだろう。

推薦者 猪口 雄二　公益社団法人全日本病院協会 会長

医師部門 受賞者

神野 正博
社会医療法人財団董仙会 理事長

“災害でも医療を止めない”
持続可能な備えで能登の人 を々護る

2024年1月1日、震度6強の揺れが恵寿総合病院（石川県七尾
市）を襲う。大きな被害の状況が徐々に明らかになる中、恵寿
総合病院から2km離れた災害拠点病院では、検査・手術の対
応ができないとの一報が入る。「私たちが地域医療を守らない
で、どこが守るんだ」という声が院内からあがった。すぐに救急
車の搬送受け入れを決定。緊急検査も緊急手術・分娩も対応
可能であることを確認した。並行して建物に被害の出た病棟
から入院患者の避難を開始し、およそ4時間後には113名全員
を本館へ移動。2日未明には分娩に対応し、4日には外来再開。
6日には70名/日の血液透析も再開する。

こうした対応ができた背景
には、3･11で4階まで津波に
襲われ、多くの犠牲者を出
した公立志津川病院の教訓
が活かされている。恵寿総
合病院も七尾湾に面してい
るため、「当時のご苦労をお

聞きし、“3･11級の地震にも生き残れる病院を”と災害への備え
を進めた」と神野正博氏。2012年には本館の設計計画を耐震
から免震構造へと変更したほか､津波対策として地盤を2m嵩
上げし、液状化対策の地盤改良も実施した。このため、本館に
はまったく被害がなかったのだ。加えて、水は上水道と井戸水
の2系統を配管。井戸水は保健所の検査により、飲み水として
も利用可能だと確認済みだったため、2日未明の分娩にも対応
できた。また電力は2つの変電所から供給を受け、避難経路の
確保のため屋上にはヘリポートを設置するなど、全てを“二重化”
していた。さらに2023年には全職員にスマートフォンを貸与し、
モバイル電子カルテやMicrosoft Teamsを導入済みだったため、

地域医療、最後の砦として

被災者でもある職員のケアを手厚く

神野 正博
Masahiro Kanno

社会医療法人財団董仙会 
理事長

1980年、日本医科大学卒業。1986年、金沢大学大学院医学専攻科修了（医学博士）。金沢大学第2
外科助手を経て、1992年、恵寿総合病院外科科長。1993年、同病院長（2008年退任）。1995年、特
定医療法人財団董仙会（2008年11月より社会医療法人財団に改称、2024年創立90周年）理事長。
2011年、社会福祉法人徳充会理事長併任。専門は消化器外科。公益社団法人全日本病院協会副会
長、日本社会医療法人協議会副会長、日本病院会常任理事、サービス産業生産性協議会（SPRING）
幹事、石川県病院協会副会長、七尾商工会議所副会頭ほか。現在、厚生労働省において社会保障
審議会医療部会委員、医師養成課程を通じた医師の偏在対策等に関する検討会委員を務める。

入院患者を階段で運ぶ職員たち。

指揮命令系統を一元化。必ず災害対策本部に報告することと、各部門の指揮命令者
は即断することを重視した。
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始」というもので、これだ！と閃いた森山氏は、当時の中本副市
長に面会を申し込み、「ジェネリックの使用で削減された医療
費で、慢性疾患管理をやらせてください」と申し出た。中本副
市長も「何かやらないといけないと思っていた」と応じる。そこで、
市にとって重い医療費負担となっていた、人工透析患者を増や
さないようにするため、糖尿病性腎症の重症化予防事業がスター
ト。地域のプライマリケアを担う医師達の理解を求めるべく、森
山氏の説明行脚が始まった。看護師による指導費用は医療保
険者の呉市が負担し、かかりつけ医との連携の元で管理が行
われることなどを説明して回った。訪問数は100件近くにも及ぶ。
同時に疾患管理を行う看護師の育成にも力を入れ、臨床経験
がある人材を採用し、手厚い研修を行った。これが国のデータ
ヘルス計画にも採用されたのだ。

森山氏の開発した慢性疾患管
理の看護モデルは海外でも展開
されており、バングラデシュでは、
グラミン・グループのプライマリケ
アセンターと提携し、糖尿病の疾
患管理を行っている。森山氏が

看護職を選んだのは、開発途上国の人々の役に立ちたいという
思いが原点にある。その志を胸に、世界の人 へ々の貢献は続く。

推薦者 吉沢 豊予子　公益社団法人日本看護科学学会 理事長
 木原 康樹　　地方独立行政法人神戸市民病院機構 
                                         神戸市立医療センター中央市民病院 病院長

中本 克州　   社会福祉法人呉市社会福祉協議会 会長
福井 トシ子　国際医療福祉大学大学院 副大学院長
横倉 義武　   社会医療法人弘恵会 理事長

2003年、森山美知子氏はシカゴで行われた第5回･米国疾病
管理学会に参加していた。そこで議論されていたのは、慢性疾
患で悪化する人を抽出して早期に介入する方法論だ。保険会社
の医療費支払いデータを分析し、重症化が危惧される高リスク
層に対して、予防的ケアを行うというもの。医療保険者にとって
は支出の適正化につながり、被保険者にとっては重症化予防と
QOL維持につながる。森山氏は、「これこそ看護師の仕事だ」
と天啓を得たという。
日本では、企業・団体の健康保険組合や自治体がレセプト*1の
データを持っている。ある自治体の後期・国保医療費のデータ
を分析してみると、医療費が最もかかっているのは、複数の慢
性疾患を有し入退院をくり返す人、救急および ICUを利用する
人だった。つまり、こうした慢性疾患の高リスク層に介入するこ
とが、医療費の適正化につながることがわかったのだ。臨床経
験のある専門家がレセプトデータを分析することで、判明した
事実である。また患者は生活管理の指導は受けていないケー
スが多く、それにもかかわらず、看護師のもつ慢性疾患管理の
知識やスキルはほとんど活かされていない。そこに森山氏は目
をつけた。医療保険者に対してレセプトや健診データを分析し、
重症化高リスク層に看護師がケアを提供する、『慢性疾患 重
症化予防プログラム』を開発した。

重症化予防プログラムを使ってもらおうと、広島県に本社を置く
企業の健康保険組合を10数社訪問した。しかし保健師が既に
いるなどの理由から相手にされない。あるとき新聞の全面広告
に目がとまった。「呉市がジェネリック医薬品の情報通知を開

レセプトデータの先に見えるもの

途上国支援は、若き日の志が原点
バングラデシュでは、医療の質改善、
学校看護や慢性疾患管理などの看
護プロジェクトを実施 。

呉市では、長期入院や入退院をくり返している人など高リスク層の5％が医療費の40％を
使用している。この高リスク層に看護職がアプローチすることで医療費の適正化をめざす。

医療・看護・介護従事者部門 受賞者

森山 美知子
広島大学大学院医系科学研究科 成人看護開発学 教授

慢性疾患管理の看護モデルを開発し、
データヘルス計画に寄与。海外支援も

1983年、京都第一赤十字看護専門学校卒業。京都第一赤十字病院、日本赤十字社医療センター 看
護師を経て、1992年、カリフォルニア州立大学フレズノ校 看護学部大学院修士課程修了（看護学
修士）。同年、山口女子大学家政学部助手。1996年、山口県立大学看護学部講師。1997年、厚生省
保険局医療課、健康政策局看護課、老人保健課等で看護専門官。2000年、博士号取得（山口大学/
医学）。2002年、広島大学医学部保健学科看護学専攻教授。2007年、慢性疾患看護専門看護師コー
ス開設、現在に至る。2010年、株式会社 DPPヘルスパートナーズ設立、取締役会長（2018年10月ま
で）。日本学術会議会員、日本健康会議実行委員、日本プライマリ・ケア連合学会理事など歴任。

森山 美知子
Michiko Moriyama

広島大学大学院
医系科学研究科 
成人看護開発学 教授

*1 医療機関が医療保険者に請求する診療報酬の請求明細書のこと。*2 呉市後期高齢者医療制度の医
療費分析結果（呉市・広島大学 医療費分析報告書 , 2016年3月より抜粋）

構成員の特徴と医療費の使用を分析*2

人数構成

50％

30％

15％

55％％

医療費の使われ方

55％％

20％

35％

40％

健康教育・住民教育

フレイル対策

疾病管理

高度ケアマネジメント
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大規模な臨床研究が始ま
る。脳の画像や血液デー
タを用いて、発症前の段
階から認知機能がどのよ
うに低下していくのかを分
析する。言わば“薬を使わ
ない治験 ”だ。岩坪氏は
産学官に呼びかけ、2007

年に日本版 ADNI*3を組織する。この研究により、軽度認知障
害（MCI）の進行過程は日米で変わらないことが判明した。
そして日本でも同時期から、Aβを標的とした薬の研究が急速
に進み始める。薬の実用化に向けた臨床試験には、症状が出
始めたMCIなど早期の人や、プレクリニカル期と呼ばれる無症
状の人の協力が必要になる。インターネットで一般の方に呼び
かけ、検査の結果要件を満たし、希望される人には治験を紹
介する研究プロジェクト（J

ジェイ・トラック

-TRC）を岩坪氏が主任研究者となり
2019年に開始する。2024年9月現在、14,423名のウェブ登録者、
745名のオンサイト参加者を集め、数十人の治験参加者を輩出
している。

「アルツハイマー病に対し
ては、完全ではないにし
ろ突破口は開いた。しか
し前頭側頭型やレビー小
体型など他の認知症に対
しては、医学的な解決策
は提示できていない。認
知症当事者も関係する方も、研究の内容と方向性を理解しな
がら一緒に歩んでいく共生社会の実現が研究開発においても
とても重要」と岩坪氏。誰もが安心して暮らせる社会の実現の
ために、岩坪氏の視座は遥か遠くを見据えている。

第20回時事部門 ‐認知症・高齢社会への対応‐

岩坪 威
東京大学大学院医学系研究科 神経病理学分野 教授
国立精神・神経医療研究センター 理事・神経研究所長

アルツハイマー病の病態研究を進め、
治療薬の臨床実用を達成

推薦者 江澤 和彦　公益社団法人日本医師会 常任理事

 秋山 治彦　横浜市立脳卒中・神経脊椎センター 臨床研究部長

1984年、東京大学医学部医学科卒業。1998年、同大学院薬学系研究科 臨床薬学教室教授。2007
年、同大学院医学系研究科 神経病理学分野 教授。2011年、東京大学医学部附属病院 早期・探索
開発推進室 室長。2013年、同大学院医学系研究科 副研究科長・副医学部長。2017年、同大学院医
学系研究科・脳神経医学専攻長。2019年、東京大学医学部附属病院 病院長補佐。2020年、国立精
神・神経医療研究センター 神経研究所 所長、日本認知症学会 代表理事、2022年国立精神・神経医
療研究センター 理事。2004年度、日本神経学会賞、2012年、米国神経学会ポタムキン賞、2024年、
科学技術分野の文部科学大臣表彰など多数受賞。

岩坪 威
Takeshi Iwatsubo

東京大学大学院
医学系研究科 
神経病理学分野 教授
国立精神・神経医療研究センター 
理事・神経研究所長

アルツハイマー病の治療法を樹立するため病態解明を進め、治
療薬の臨床実用を世界的に先導してきたのが岩坪威氏だ。こ
れまでも脳の神経細胞の働きを助ける薬など、症状を緩和させ
る対症療法的な薬はあった。岩坪氏らが臨床実用に成功した
薬は、アルツハイマー病を引き起こす原因物質に働きかけてそ
の物質を取り除く抗体医薬というもの。病気の進行自体を抑制
する薬だ。
岩坪氏が研究を続けるなかで、アルツハイマー病を引き起こす
原因物質であると特定されたのが、アミロイドβ（以下Aβ）であ
る。このタンパク質は若い頃から脳内で産生されているが、加
齢や遺伝などの影響で脳内に蓄積され始め、老人斑と呼ばれ
るシミを作る。Aβには尻尾の長さの違いがあり、初期から溜ま
り始めるのがAβ42、晩期になると溜まるのがAβ40であるこ
とを岩坪氏は突き止め、1994年に『Neuron』誌へ発表する。さ
らに岩坪氏は、自身の研究室の2期生である富田泰輔氏*1らと
ともに、プレセニリン（家族性アルツハイマー病の病因遺伝子）
に変異が起こると、Aβを生成するγセクレターゼ *2という酵素
の働きが変わり、Aβ42が増えることを示し、さらに“γセクレター
ゼ複合体の実体”を解明する。2003年に『Nature』誌で発表
されたが、世界中の研究グループが激しい競争を繰り広げてい
たテーマであり、僅差での快挙であった。

アルツハイマー病の病態解明が進んだことで、Aβを標的とし
た治療薬の開発が次 と々行われることになる。しかし「どのタイ
ミングで、どれくらいAβの産生を抑えれば薬が効くのか」を判
定する基準が存在しない。2004年に米国では、A

アドニ

DNIという

病因タンパク質の解明から治療薬開発へ

治療薬の実用化に向けた体制を築く

*1 現・東京大学大学院薬学系研究科教授。*2 アミロイド前駆体タンパク質（APP）を切断してアミロイドβを産生
する酵素。*3 日本版ADNIの正式名称は、J-ADNI。

アルツハイマー病の予防的治療を実現する
ため、薬の効果をさらに高め、無症状段階で
の介入を狙った臨床研究が進められている。

Aβを標的とする治療薬開発は苦難の連続。
投与量と副作用の関係など大きな壁が次々
と立ちはだかった。

抗体療法の生みの親であるデール・シェンク博士（一番左）らと
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尊厳をもって暮らすことのできる
社会づくり”という目的を同じくす
る人達が集まった。JDWGが力
を入れている活動の一つに「本
人ミーティング」がある。認知症
当事者が集い、自らの体験や必
要としていることを語り合う場だ。
暮らしやすい地域のあり方を一
緒に考え、よりよい社会づくりへ
活かしていく。2018年には厚生
労働省内で記者会見を行い、「認

知症とともに生きる希望宣言」を表明する。認知症とともに暮
らす本人が体験と思いを言葉にする中で生まれたもの。この宣
言を知ってもらうことで、希望をもって暮らしていく人を増やし
ていきたいと取り組みが続けられてきた。さらに2020年には、
厚生労働省より認知症本人大使「希望大使」に任命される。こ
れは認知症本人が認知症に関する普及・啓発を行うというもの
で、藤田氏も積極的な発信を続けている。
そしてついに、当事者の声が反映された『共生社会の実現を推
進するための認知症基本法』が2024年1月に施行された。名前
の通り「認知症とともに生きる本人、そしてこれから認知症にな
るかもしれない人、国民一人ひとりが共によりよく生きること」が
謳われている。JDWGでは4度の提案をし、JDWGの代表とし
て、国会議員との話し合いを
11回重ねた。基本法の施行
は、共生社会への第一歩にす
ぎない。認知症になっても安
心して暮らせる社会づくりの
ために、藤田氏はこれからも
希望を胸に歩み続ける。推薦者 福井 トシ子　国際医療福祉大学大学院 副大学院長

認知症当事者として、誰もが希望をもって
生きられる社会づくりを牽引

鳥取市生まれ。1983年、鳥取赤十字看護専門学校卒業 。1983〜1990年、看護師として医療機関で
勤務。認知症の義母の介護を9年間行ったあと、2000年に市内の医療機関へ復職。2007年６月、若
年性アルツハイマー病と診断され、その後退職。 2010年、「若年性認知症問題にとりくむ会・クロー
バー」設立（2020年解散）。2011〜2013年、鳥取市差別のない人権尊重の社会づくり協議会委員。
2014 年10月「日本認知症ワーキンググループ（JDWG）」設立に参加、共同代表に就任。 2017年9月、
JDWGを一般社団法人化し、名称を「日本認知症本人ワーキンググループ」へ変更。代表理事就任。
2024年3月から、内閣官房「認知症施策推進関係者会議」委員。著書に『認知症になってもだいじょ
うぶ！そんな社会を創っていこうよ』（徳間書店）。

藤田 和子
Kazuko Fujita

一般社団法人
日本認知症本人
ワーキンググループ 
代表理事

第20回時事部門 ‐認知症・高齢社会への対応‐

藤田 和子
一般社団法人日本認知症本人ワーキンググループ 代表理事

“認知症になっても自分らしく、希望をもって生きられる”。この
ことを、身をもって表現してきたのが藤田和子氏だ。認知症とい
うと、予防、介護などの問題として考えられがちだが、藤田氏は

「人権の問題として捉えてほしい」と認知症本人の視点から長
年発信してきた。
藤田氏が若年性アルツハイマー病と診断されたのは、2007年、
45歳の時である。自分用に購入してあったコーヒーゼリーが冷
蔵庫の中になく、娘に「お母さん、食べてたでしょ」と言われても
思い出せなかった。たった１日の出来事なのに、物忘れというの
には無理がある。
これは、病気かもしれない。藤田氏の脳裏には若年性認知症
という単語が浮かんでいた。46歳の時にアルツハイマー病の診
断を受けたクリスティーン・ブライデン氏の存在を娘から聞いて
いたことで、早期受診・早期診断につながった。2000年頃には、
自ら思いを語る認知症当事者が出始めたが、そうした情報はま
だ知られておらず、藤田氏も発信を始めた後、初めて彼女の著
書を読み、自分と同じように考えて活動している当事者がいる
ことを知る。それで、現在自分が歩んでいる道について確信を
得ることができたのだ。

組織を立ち上げて発信しないと世の中は変わらないと考えた藤
田氏は、2010年に『若年性認知症問題にとりくむ会・クローバー』
を設立する。全国の当事者からメールが届くようになり、日本で
も海外のような当事者団体が創れるのでは？と考えた藤田氏は、
2014年に『日本認知症ワーキンググループ（JDWG）』設立に参
加する。国内初の当事者団体で “認知症になってからも希望と

認知症は、介護でなく人権の問題

認知症の有無で線引きをしない社会へ

藤田氏は『希望大使』の任命式で、「認知
症になっても、希望をもって自分らしく
生きていけると伝えたい」と抱負を述べた。

よりよい社会を創っていこうという人
の輪が広がるよう、この宣言をもとに

「希望のリレー」活動を展開している。



16 17

※所属・役職は、受賞当時の名称を記載しています。

第20回ヘルシー・ソサエティ賞  審査委員・諮問委員

ヘルシー・ソサエティ賞　過去の受賞者・審査委員

第2回
受賞者 審査委員

有馬 朗人 （財）日本科学技術振興財団会長、前参議院議員、元東京大学学長

猪口 邦子 上智大学法学部教授、前軍縮会議日本政府代表部特命全権大使

佐藤 ギン子 （財）女性労働協会名誉会長、元駐ケニア大使

日野原 重明 聖路加国際病院理事長

古川 貞二郎 前内閣官房副長官

細川 佳代子 NPO法人スペシャルオリンピックス日本理事長

宮城 まり子 ねむの木学園理事長・園長

宮澤 喜一 元内閣総理大臣

教育者部門 青木 孝安 財団法人育てる会 理事長

ボランティア部門（国際） レシャード カレッド 医療法人社団健祉会 理事長

ボランティア部門（国内） 田中 旬子 北九州要約筆記サークル月曜会 会長

医療従事者部門 鴨下 重彦 社会福祉法人賛育会賛育会病院 院長

公務員部門 関 幸子 まちづくり三鷹事業部 シニアマネージャー

第3回
受賞者 審査委員

教育者部門 澤口 聡子 東京女子医科大学医学部法医学講座 助教授

ボランティア部門（国内） 野村 健 社会福祉法人後志報恩会 理事長

ボランティア部門（国際） 　谷 昇 NPO法人NGOアフガニスタン義肢装具支援の会 理事長

医療従事者部門 西村 かおる 日本コンチネンス協会 会長

議員部門 八代 英太 前衆議院議員

有馬 朗人 （財）日本科学技術振興財団会長、元文部大臣、元理化学研究所理事長、元東京大学総長

佐藤 ギン子 （財）女性労働協会名誉会長、元駐ケニア大使、元証券取引等監視委員会委員長

日野原 重明 聖路加国際病院理事長・名誉院長

古川 貞二郎 元内閣官房副長官、元厚生事務次官

福田 博 元最高裁判事

細川 佳代子 認定NPO法人スペシャルオリンピックス日本名誉会長

宮澤 喜一 元内閣総理大臣

第4回
受賞者 審査委員

教育者部門 紀伊國 献三 財団法人笹川記念保健協力財団 理事長

ボランティア部門 明石 洋子 社会福祉法人あおぞら共生会 副理事長

医療従事者部門 北村 邦夫 社団法人日本家族計画協会 常務理事・クリニック所長

公務員部門 安藤 富夫 防衛省 航空自衛隊 中部航空警戒管制団 
第27警戒群（大滝根山分屯基地）准空尉 衛生係長（衛生員）

有馬 朗人 （財）日本科学技術振興財団会長、武蔵学園長、元文部大臣、元理化学研究所理事長、
元東京大学総長

佐藤 ギン子 （財）女性労働協会名誉会長、元駐ケニア大使、元証券取引等監視委員会委員長

髙久 史麿 自治医科大学学長、日本医学会会長

日野原 重明 聖路加国際病院理事長・名誉院長

福田 博 元最高裁判事

古川 貞二郎 恩賜財団母子愛育会理事長、元内閣官房副長官、元厚生事務次官

細川 佳代子 認定NPO法人スペシャルオリンピックス日本名誉会長、
認定NPO法人「世界のこどもにワクチンを」日本委員会理事長

第5回
受賞者 審査委員

教育者部門 新里 恒彦 ケルン（Carin）自然体験学園 理事長

ボランティア部門（国内） 佐川 修 国立療養所多磨全生園入所者自治会 会長

ボランティア部門（国際） 勸山 弘 NPO日本アイバンク運動推進協議会 最高顧問

医療従事者部門（国内） 武田 隆男 武田病院グループ 会長

医療従事者部門（国際） 菅波 茂 AMDAグループ 代表

公務員部門 横田 俊平 横浜市立大学大学院医学研究 発生成育小児医療学 教授

有馬 朗人 （財）日本科学技術振興財団会長、武蔵学園長、元文部大臣、元理化学研究所理事長、
元東京大学総長

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、武蔵工業大学名誉教授

佐藤 ギン子 （財）女性労働協会名誉会長、元駐ケニア大使、元証券取引等監視委員会委員長

髙久 史麿 自治医科大学学長、日本医学会会長

日野原 重明 聖路加国際病院理事長・名誉院長

福田 博 元最高裁判事

古川 貞二郎 恩賜財団母子愛育会理事長、元内閣官房副長官、元厚生事務次官

細川 佳代子 認定NPO法人スペシャルオリンピックス日本名誉会長、
認定NPO法人「世界のこどもにワクチンを」日本委員会理事長

第1回
審査委員

学術・研究者部門 松本 慶藏 愛野記念病院 名誉院長

ボランティア部門 菅原 弘子 地域ケア政策ネットワーク 事務局長

医療従事者部門 岩本 愛吉 東京大学医科学研究所 附属病院長

公務員部門 岸本 和行 高浜市教育委員会 教育長

議員部門 南野 知惠子 参議院議員

受賞者

有馬 朗人 （財）日本科学技術振興財団会長、前参議院議員、元東京大学学長

猪口 邦子 上智大学法学部教授、前軍縮会議日本政府代表部特命全権大使

日野原 重明 聖路加国際病院理事長

古川 貞二郎 前内閣官房副長官

細川 佳代子 NPO法人スペシャルオリンピックス日本理事長

宮城 まり子 ねむの木学園理事長・園長

宮澤 喜一 元内閣総理大臣

※審査委員・諮問委員は標記の所属先の代表
としてヘルシー・ソサエティ賞の委員を務める
訳ではありません。（五十音順、敬称略）

審査委員 諮問委員

蒲原 基道 日本社会事業大学専門職大学院客員教授、
元厚生労働事務次官

川口 順子 武蔵野大学国際総合研究所名誉顧問、
元外務大臣、元環境大臣、元参議院議員

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、
元千葉県知事、元参議院議員

中釜 斉 国立研究開発法人国立がん研究センター理事長

永井 良三 自治医科大学学長

坂東 眞理子 昭和女子大学総長

松本 吉郎 公益社団法人日本医師会会長

村嶋 幸代 湘南医療大学大学院教授、東京大学名誉教授

安達 知子 母子愛育会総合母子保健センター愛育病院名誉院長、
東京女子医科大学産婦人科客員教授

後  信 公益財団法人日本医療機能評価機構執行理事、
九州大学病院医療安全管理部教授・部長

加藤 勝信 衆議院議員

加藤 良太朗 板橋中央総合病院院長

門脇 孝 国家公務員共済組合連合会虎の門病院院長

木寺 昌人 元駐フランス大使、元駐中国大使

日下 一正 一般財団法人国際貿易投資研究所理事長、
元経済産業審議官

玄葉 光一郎 衆議院議員、元外務大臣

小林 秀明 元駐タイ王国大使、元迎賓館長、元東宮侍従長、
株式会社電算社外取締役、
帝京大学冲永総合研究所名誉教授

坂本 すが 東京医療保健大学副学長

佐々江 賢一郎 日本国際問題研究所理事長

清水 嘉与子 公益財団法人日本訪問看護財団特別顧問、
元参議院議員

下村 満子 ジャーナリスト、元「朝日ジャーナル」編集長

末松 広行 東京農業大学教授、元農林水産事務次官

中林 美恵子 早稲田大学教授、元衆議院議員

丹羽 雄哉 元衆議院議員、元自由民主党総務会長、元厚生大臣

半田 宏 東京工業大学名誉教授、東京医科大学兼任教授

久常 節子 元社団法人日本看護協会会長

平井 裕秀 株式会社日立製作所執行役常務、元経済産業審議官

平林 博 公益財団法人日印協会理事・副会長

福井 トシ子 国際医療福祉大学大学院副大学院長、
前公益社団法人日本看護協会会長

藤原 誠 東京国立博物館館長

堀江 重郎 順天堂大学大学院医学研究科泌尿器科学教授

松岡 かおり 公益社団法人日本医師会常任理事

松谷 有希雄 日本公衆衛生協会理事長

南 裕子 神戸市看護大学名誉教授

矢﨑 義雄 学校法人東京医科大学理事長、
独立行政法人国立病院機構名誉理事長、
国立国際医療センター名誉総長

山本 信夫 前公益社団法人日本薬剤師会会長
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※所属・役職は、受賞当時の名称を記載しています。

受賞者
第6回

審査委員

有馬 朗人 （財）日本科学技術振興財団会長、武蔵学園長、元文部大臣、元理化学研究所理事長、
元東京大学総長

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、武蔵工業大学名誉教授

佐藤 ギン子 (財）女性労働協会名誉会長、元駐ケニア大使、元証券取引等監視委員会委員長

髙久 史麿 自治医科大学学長、日本医学会会長

日野原 重明 聖路加国際病院理事長・名誉院長

福田 博 元最高裁判事

細川 佳代子 認定NPO法人スペシャルオリンピックス日本名誉会長、
認定NPO法人「世界のこどもにワクチンを」日本委員会理事長

森山 眞弓 前衆議院議員、元法務大臣、元文部大臣、元内閣官房長官、元環境庁長官

教育者部門 水田 祥代 国立大学法人九州大学 理事・副学長

ボランティア部門（国内） 浦野 シマ 福祉法人若松福祉会 名誉会長

ボランティア部門（国際） 川原 尚行 特定非営利活動法人ロシナンテス 理事長

医療従事者部門 山岡 昌之 国家公務員共済組合連合会 九段坂病院 副院長

医療従事者部門 川越 厚 医療法人社団パリアン 理事長

医療従事者部門 川越 博美 訪問看護パリアン 訪問看護師

公職部門 村橋 靖之 独立行政法人日本貿易振興機構 リヤド事務所長

第7回
受賞者 審査委員

有馬 朗人 （財）日本科学技術振興財団会長、武蔵学園長、元文部大臣、元理化学研究所理事長、
元東京大学総長

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、東京都市大学名誉教授

佐藤 ギン子 （財）女性労働協会名誉会長、元駐ケニア大使、元証券取引等監視委員会委員長

髙久 史麿 自治医科大学学長、日本医学会会長

日野原 重明 聖路加国際病院理事長・名誉院長

福田 博 元最高裁判事

細川 佳代子 認定NPO法人スペシャルオリンピックス日本名誉会長、
認定NPO法人「世界のこどもにワクチンを」日本委員会理事長

森山 眞弓 前衆議院議員、元法務大臣、元文部大臣、元内閣官房長官、元環境庁長官

教育者部門 開原 成允 国際医療福祉大学 副学長・大学院長

ボランティア部門 小林 信秋 認定特定非営利活動法人難病のこども支援
全国ネットワーク 専務理事

医療従事者部門（国内） 色平 哲郎 JA 長野厚生連・佐久総合病院 地域医療部 地域ケア科 医長

医療従事者部門（国際） 佐野 俊二 岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 心臓血管外科 教授

公職部門 松谷 有希雄 国立療養所 多磨全生園 園長

青年部門 河村 進吾 ネットワークOI、骨系統疾患コンソーシウム
ボランティア

青年部門（国際） 村田 早耶香 特定非営利活動法人かものはしプロジェクト 共同代表

第9回
受賞者 審査委員

教育者部門 福島 智 東京大学先端科学技術研究センター 教授

ボランティア部門（国内） 長瀬 淑子 公益財団法人ドナルド・マクドナルド・ハウス・
チャリティーズ・ジャパン 事務局長

ボランティア部門（国際） 金井 昭雄 株式会社富士メガネ 代表取締役会長・社長兼任

医療従事者部門（国内） 谷川 武 愛媛大学大学院医学系研究科公衆衛生・健康医学分野 教授

医療従事者部門（国際） 須藤 昭子 ハイチ国立シグノサナトリウム 医師・アドバイザー、
クリスト・ロア宣教修道女会

青年部門 小沼 大地 特定非営利活動法人クロスフィールズ 代表理事

有馬 朗人 学校法人根津育英会武蔵学園長、静岡文化芸術大学理事長

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、東京都市大学名誉教授

佐藤 ギン子 元駐ケニア共和国大使、元証券取引等監視委員会委員長

髙久 史麿 日本医学会会長、自治医科大学名誉学長

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、前千葉県知事、元参議院議員

日野原 重明 聖路加国際病院理事長

福田 博 西村あさひ法律事務所顧問弁護士、元最高裁判事

森山 眞弓 元衆議院議員、一般財団法人日本カメラ財団理事長、白鷗大学学長

横倉 義武 社団法人日本医師会会長

第8回
受賞者 審査委員

教育者部門（国内） 片田 敏孝 群馬大学大学院 工学研究科 教授

教育者部門（国際） 赤木 洋勝 有限会社国際水銀ラボ 所長

ボランティア部門（国内） 國松 孝次 認定 NPO法人救急ヘリ病院ネットワーク 理事長

ボランティア部門（国際） 楠川 富子 JICA シニア海外ボランティア カンボジア
国立小児病院 看護部長

医療従事者部門 秋山 正子 株式会社ケアーズ代表取締役、
白十字訪問看護ステーション 総括所長

医療従事者部門 大森 安恵 海老名総合病院・糖尿病センター センター長、
東京女子医科大学 名誉教授

有馬 朗人 武蔵学園長、静岡文化芸術大学理事長、元文部大臣、元理化学研究所理事長、
元東京大学総長

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、東京都市大学名誉教授

佐藤 ギン子 前（財）女性労働協会名誉会長、元駐ケニア大使、元証券取引等監視委員会委員長　

髙久 史麿 日本医学会会長、自治医科大学名誉学長

堂本 暁子 前千葉県知事、女性と健康ネットワーク代表

日野原 重明 聖路加国際病院理事長・名誉院長

福田 博 元最高裁判事

森山 眞弓 前衆議院議員、元法務大臣

第10回
受賞者 審査委員

有馬 朗人 学校法人根津育英会武蔵学園長、静岡文化芸術大学理事長

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、東京都市大学名誉教授

佐藤 ギン子 元駐ケニア共和国大使、元証券取引等監視委員会委員長　

髙久 史麿 日本医学会会長、自治医科大学名誉学長

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、前千葉県知事、元参議院議員

日野原 重明 一般財団法人聖路加国際メディカルセンター理事長、聖路加国際病院名誉院長

福田 博 西村あさひ法律事務所顧問弁護士、元最高裁判事

森山 眞弓 元衆議院議員、一般財団法人日本カメラ財団理事長

横倉 義武 公益社団法人日本医師会会長

教育者部門 北村 聖 東京大学大学院医学系研究科附属
医学教育国際研究センター 教授

ボランティア部門（国内） 清水 康之 NPO法人自殺対策支援センター ライフリンク 代表

ボランティア部門（国際） 長濱 直 日本バイオビレッジ協会 会長

長濱 晴子 日本バイオビレッジ協会 事務局長

医療従事者部門（国内） 髙橋 昭彦 ひばりクリニック 院長

医療従事者部門（国際） 徳永 瑞子 特定非営利活動法人アフリカ友の会 代表

10周年特別賞 菊池 里子 医療法人社団仁明会齋藤病院 看護部長

第11回
受賞者 審査委員

教育者部門（国内） 山下 俊一 国立大学法人長崎大学 理事・副学長

教育者部門（国際） 神馬 征峰 東京大学大学院医学系研究科 国際地域保健学教室 教授

ボランティア部門（国内） 伊藤 たてお 一般社団法人日本難病・疾病団体協議会 代表理事

ボランティア部門（国際） 垣見 一雅 所属団体 無し

医療従事者部門（国内） 加藤 治子 阪南中央病院産婦人科 医師、
NPO 性暴力救援センター・大阪 SACHICO 代表

医療従事者部門（国際） 服部 匡志 アジア失明予防の会 理事

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、東京都市大学名誉教授

川口 順子 前参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

髙久 史麿 日本医学会会長、自治医科大学名誉学長

竹内 行夫 前最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、前千葉県知事、元参議院議員

日野原 重明 一般財団法人聖路加国際メディカルセンター理事長、聖路加国際病院名誉院長

福田 康夫 元内閣総理大臣、元衆議院議員

横倉 義武 公益社団法人日本医師会会長

第12回
受賞者 審査委員

教育者部門 柏木 哲夫
宗教法人在日本南プレスビテリアンミッション
淀川キリスト教病院 理事長
公益財団法人日本ホスピス・緩和ケア研究振興財団 理事長

ボランティア部門（国内） 菅原 由美 特定非営利活動法人キャンナス 代表

ボランティア部門（国際） 宮田 隆 特定非営利活動法人歯科医学教育国際支援機構 理事長

医療従事者・医療介護部門 糸川 昌成 公益財団法人東京都医学総合研究所
病院等連携研究センター センター長・参事研究員

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、東京都市大学名誉教授

江利川 毅 公益財団法人医療科学研究所理事長、公立大学法人埼玉県立大学理事長

川口 順子 明治大学国際総合研究所特任教授、前参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

髙久 史麿 日本医学会会長、自治医科大学名誉学長

竹内 行夫 元最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、前千葉県知事、元参議院議員

日野原 重明 聖路加国際大学名誉理事長、聖路加国際病院名誉院長

横倉 義武 公益社団法人日本医師会会長

第13回
受賞者 審査委員

教育者部門 工藤 翔二 公益財団法人 結核予防会 理事長

ボランティア部門（国内） 増田 靖子 全国脊柱靭帯骨化症患者家族連絡協議会 会長　
一般財団法人北海道難病連 専務理事

ボランティア部門（国際） 鬼 一二三 一二三日本語教室 学校長、123図書館 代表

医療従事者・医療介護部門 桑原 正彦 医療法人唐淵会 桑原医院 院長

医療技術者（イノベーター）部門 五十嵐 良雄 医療法人雄仁会 メディカルケア虎ノ門 理事長・院長

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、東京都市大学名誉教授

江利川 毅 公益財団法人医療科学研究所理事長、公立大学法人埼玉県立大学理事長、
元人事院総裁、元厚生労働事務次官、元内閣府事務次官

川口 順子 前参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

髙久 史麿 日本医学会会長、自治医科大学名誉学長

竹内 行夫 元最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、前千葉県知事、元参議院議員

横倉 義武 公益社団法人日本医師会会長
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※所属・役職は、受賞当時の名称を記載しています。

第14回
受賞者 審査委員

教育者部門 大澤 眞木子 東京女子医科大学 名誉教授

ボランティア部門 山元 香代子 認定 NPO法人 ザンビアの辺地医療を支援する会（ORMZ）
副理事長

医療従事者・医療介護部門 蓮田 太二 医療法人聖粒会 慈恵病院 理事長・院長

パイオニア部門 和田 行男 株式会社 大起エンゼルヘルプ 取締役

岩男 壽美子 慶應義塾大学名誉教授、東京都市大学名誉教授

江利川 毅 公益財団法人医療科学研究所理事長、公立大学法人埼玉県立大学理事長、
元人事院総裁、元厚生労働事務次官、元内閣府事務次官

川口 順子 前参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

髙久 史麿 公益社団法人地域医療振興協会会長、自治医科大学名誉学長

竹内 行夫 元最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、前千葉県知事、元参議院議員

坂東 眞理子 昭和女子大学理事長・総長

横倉 義武 公益社団法人日本医師会会長

第15回
受賞者 審査委員

教育者部門 喜多 悦子 公益財団法人 笹川記念保健協力財団 会長

ボランティア部門 冨田 江里子 NPO法人 NEKKO
貧しい母子のための診療所担当

医師部門 村松 慎一 自治医科大学 神経内科学 特命教授
東京大学医科学研究所 遺伝子・細胞治療センター 特任教授

医療・介護従事者部門 武田 純子 有限会社ライフアート 会長 グループホーム福寿荘 総合施設長

パイオニア部門 黒田 公美 理化学研究所 脳神経科学研究センター
親和性社会行動研究チーム チームリーダー

江利川 毅 公益財団法人医療科学研究所理事長、元人事院総裁、元厚生労働事務次官、
元内閣府事務次官

川口 順子 武蔵野大学国際総合研究所フェロー、前参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

竹内 行夫 元最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、元千葉県知事、元参議院議員

永井 良三 自治医科大学学長

坂東 眞理子 昭和女子大学理事長・総長

村嶋 幸代 大分県立看護科学大学理事長・学長

横倉 義武 公益社団法人日本医師会会長

第16回
受賞者 審査委員

江利川 毅 公益財団法人医療科学研究所理事長、元人事院総裁、元厚生労働事務次官、
元内閣府事務次官

川口 順子 武蔵野大学国際総合研究所フェロー、元参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

竹内 行夫 元最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、元千葉県知事、元参議院議員

中釜 斉 国立研究開発法人国立がん研究センター理事長

中川 俊男 公益社団法人日本医師会会長

永井 良三 自治医科大学学長

坂東 眞理子 昭和女子大学理事長・総長

村嶋 幸代 大分県立看護科学大学理事長・学長

教育部門 磯部 光章 公益財団法人 日本心臓血圧研究振興会附属 榊原記念病院 院長
東京医科歯科大学 名誉教授、日本学術会議 会員

ボランティア部門（国際） 市川 斉 公益社団法人 シャンティ国際ボランティア会 ミャンマー事務所長

ボランティア部門（国内） 河村 進 NPO法人 骨形成不全症協会 理事長

医師部門 小笠原 文雄 医療法人 聖徳会 小笠原内科・岐阜在宅ケアクリニック 理事長・院長
日本在宅ホスピス協会 会長

医療・看護・介護従事者部門 樋口 千惠子 NPO法人 たんがく 理事長

パイオニア部門 真田 弘美 東京大学大学院 医学系研究科附属 
グローバルナーシングリサーチセンター  教授・センター長

パイオニア部門 宮野 悟 東京医科歯科大学 M&Dデータ科学センター 
センター長・特任教授、東京大学 名誉教授

第17回
受賞者 審査委員

江利川 毅 公益財団法人医療科学研究所理事長、元人事院総裁、元厚生労働事務次官、
元内閣府事務次官

川口 順子 武蔵野大学国際総合研究所フェロー、元参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

竹内 行夫 元最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、元千葉県知事、元参議院議員

中釜 斉 国立研究開発法人国立がん研究センター理事長

中川 俊男 公益社団法人日本医師会会長

永井 良三 自治医科大学学長

坂東 眞理子 昭和女子大学理事長・総長

村嶋 幸代 大分県立看護科学大学理事長・学長

ボランティア部門 木村 久美子 島根県在宅保健師等の会「ぼたんの会」  会長

医師部門 和田 耕治 国際医療福祉大学医学部公衆衛生学 教授、医学系大学院 教授

医療・看護・介護従事者部門 高橋 弘枝 公益社団法人 大阪府看護協会 会長

パイオニア部門 西浦 博 京都大学大学院医学研究科 
社会健康医学系専攻環境衛生学分野 教授

パイオニア部門 森下 竜一 大阪大学大学院医学系研究科 臨床遺伝子治療学寄附講座 教授

第18回
受賞者 審査委員

江利川 毅 公益財団法人医療科学研究所理事長、元人事院総裁、元厚生労働事務次官、
元内閣府事務次官

川口 順子 武蔵野大学国際総合研究所フェロー、元参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

竹内 行夫 元最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、元千葉県知事、元参議院議員

中釜 斉 国立研究開発法人国立がん研究センター理事長

中川 俊男 公益社団法人日本医師会会長

永井 良三 自治医科大学学長

坂東 眞理子 昭和女子大学理事長・総長

村嶋 幸代 大分県立看護科学大学理事長・学長

教育部門 金子 明 大阪公立大学大学院医学研究科 寄生虫学分野 特任教授

ボランティア部門 村上 一枝 カラ=西アフリカ農村自立協力会（CARA） 代表

医師部門 大曲 貴夫 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
国際感染症センター長

医師部門 高橋 幸宏 公益財団法人 榊原記念財団附属 榊原記念病院 副院長

医療・看護・介護従事者部門 樋口 秋緒 社会医療法人北晨会 恵み野訪問看護ステーション「はあと」 所長

パイオニア部門 粟田 主一 東京都健康長寿医療センター研究所 副所長、
認知症未来社会創造センター センター長

第19回
受賞者 審査委員

蒲原 基道 日本社会事業大学専門職大学院客員教授、元厚生労働事務次官

川口 順子 武蔵野大学国際総合研究所名誉顧問、元参議院議員、元外務大臣、元環境大臣

竹内 行夫 元最高裁判事、元外務事務次官

堂本 暁子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク代表、元千葉県知事、元参議院議員

中釜 斉 国立研究開発法人国立がん研究センター理事長

永井 良三 自治医科大学学長

坂東 眞理子 昭和女子大学総長

松本 吉郎 公益社団法人日本医師会会長

村嶋 幸代 大分県立看護科学大学理事長・学長

教育部門 萱間 真美 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 国立看護大学校 大学校長

ボランティア部門（国際） 井津 建郎 特定非営利活動法人フレンズ・ウィズアウト・ア・ボーダーJAPAN 
創設者/ 理事

ボランティア部門（国内） 恒川 礼子 特定非営利活動法人筋無力症患者会 理事長

医師部門 堀部 敬三 独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 上席研究員

医療・看護・介護従事者部門 林田 菜緒美 株式会社リンデン 代表取締役

パイオニア・チャレンジ部門 近藤 克則
千葉大学予防医学センター 社会予防医学研究部門 教授
国立長寿医療研究センター研究所 老年学・社会科学研究センター 
老年学評価研究部 部長

ヘルシー・ソサエティ賞は 、公益社団法人日本看護協会とジョンソン・エンド・ジョンソン日本法人グループによって2004年に創設されました。
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